




































































































































































作成するにあたって、「立教大学現代心理学部心理学研究倫理委員会規定」（2007 年 4 月 1 日施
























第 7 条【審査の申請】　申請者は、審査申請書（別記第 1 号様式）を委員長宛に提出する。
2 ．委員長は、前項の申請がない場合でも、必要があると認めるときには、研究計画または公表
を予定する研究成果物について、申請書の提出を求めることができる。




















2 ．委員会での最終審査は、査読等の予備審査の結果報告をもとに審議し、出席委員の 3 分の 2
以上の合意を必要とする。































3 ．委員長は、審査終了後、直ちに当該申請者に対して審査結果通知書（別記第 6 号様式）に
よって通知するものとする。





5 条第 1 項第 2 号に記された業務を速やかに果たさなければならない。










































4 ．再審査の過程は、第 16 条第４項～第 11 項に準ずるものとする。
5 ．委員長は、再審査の終了後、速やかに再審査結果を学部長を通して教授会に報告する。










申請者 事務局 倫理委員会 学部長
申請の必要な
研究・実験を行う


































































































and Voluntary Sector Quarterly,	vol.	30,	no.	2,	pp.	204-220.	
　インターネット掲載ページの場合は、そのページのタイトル、URL、および最終確認日を
明記する。
　（例）	United	Nations	(2010)	Human Development Report 2010,		

































　本要綱は、1998 年 7 月 10 日、立教大学コミュニティ福祉学部研究紀要委員会によって作成さ
れた。	
2009 年 9 月 30	日、	 立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。	
2010 年 11 月 10	日、	 立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。	
2011 年 5 月 11	日、	 立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。	
2011 年 10 月 26	日、	 立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。	
2012 年 6 月 13	日、	 立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。	
2018 年 11 月 7 	日、	 立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。
